別表第1(第13条関係)
共通専決事項
1　庶務に関する事項
区分
決定区分


備考


副市長
部長
課長


請願、陳情及び要望に関すること。
特に重要なもの
重要なもの
定例的、軽易なもの


告示、公告、公表、通達、申請、照会、回答、諮問及び通知に関すること。

重要なもの
〃


許可、認可、承認、取り消し等の行政処分に関すること。

〃
〃


報告、答申、進達及び副申に関すること。

〃
〃


儀式、表彰、その他行事に関すること。

〃
〃


会議の招集及び附議案件に関すること。

〃
〃


文書の編集、保存及び廃棄に関すること。


○
所管に属する文書に限る。

公簿の閲覧の許可及び事実資格等諸証明に関すること。
特に重要なもの
重要なもの
定例的、軽易なもの


原簿、台帳等の作成及び整備並びに記載の確認に関すること。


○


2　組織及び人事に関する事項
区分
決定区分


備考


副市長
部長
課長


普通昇給に関すること。
○




職員の配置に関すること。
主査以下の一般職員の課等への配置




年次休暇、特別休暇、傷病休暇、その他の休暇を承認すること。(産前産後の休暇、無休休暇、育児休業を除く。)
部長
課長
所属職員


研修生(実習生)の受け入れに関すること。

○



出張命令及びその復命に関すること。
部長
課長
所属職員


時間外勤務及び休日勤務命令に関すること。


○


3　財務に関する事項
(1)　収入及び支出に関する事項
区分

決定区分


備考



副市長
部長
課長


市収入の調定に関すること。

500万円以上1,000万円未満
100万円以上500万円未満
100万円未満
国県支出金、交付税、交付金及び市債についての決定権者は部長とする。

納入通知書、納税通知書、督促状及び催告状の発行に関すること。



○


収入の納期及び納期限の延長の決定に関すること。



○


収入の分割納付に関すること。



○


収入の減免に関すること。

基準の定めがないもの(異例なもの)
基準の定めがないもの
基準の定めがあるもの


収入の徴収猶予に関すること。


基準の定めがないもの
基準の定めがあるもの


寄付採納(負担付でないもの)

100万円以上200万円未満
30万円以上100万円未満
30万円未満


国、県支出金に関すること。
交付申請
200万円以上1,000万円未
200万円未満




内定、交付決定

○




収納


○



精算

○



戻入及び還付命令



○


支出命令に関すること。



○


収支の更正及び振替に関すること。



○


精算に関すること。




支出負担行為の決定区分に準ずる。

(2)　支出負担行為に関する事項
区分

決定区分


備考



副市長
部長
課長


1　報酬


30万円以上
30万未満(定例的なものは金額を問わない。)


2　給料



○


3　職員手当
退職手当
○





その他の手当


○


4　共済費



○


5　災害補償費


○



6　恩給及び退職年金


○



7　賃金


○



8　報償費

50万円以上200万円未満
30万円以上50万円未満
30万円未満


9　旅費

〃
〃
〃


10　交際費

50万円以上
30万円以上50万円未満
30万円未満


11　需用費
消耗品費
50万円以上200万円未満
30万円以上50万円未満
30万円未満



燃料費
〃
〃
〃



食糧費
15万円以上
5万円以上15万円未満
5万円未満



印刷製本費
50万円以上200万円未満
30万円以上50万円未満
30万円未満



光熱水費


○



修繕料
50万円以上200万円未満
30万円以上50万円未満
30万円未満



賄材料費
〃
〃
〃



飼料費
〃
〃
〃



医薬材料費
〃
〃
〃


12　役務費
通信運搬費


○



保管料


○



広告料

10万円以上
10万円未満



手数料

30万円以上
30万円未満



筆耕翻訳料

〃
〃



保険料


○


13　委託料

50万円以上200万円未満
30万円以上50万円未満
30万円未満


14　使用料及び賃借料

〃
〃
〃


15　工事請負費

100万円以上300万円未満
50万円以上100万円未満
50万円未満


16　原材料費

50万円以上200万円未満
30万円以上50万円未満
30万円未満


17　公有財産購入費

100万円以上300万円未満
50万円以上100万円未満
50万円未満


18　備品購入費

50万円以上200万円未満
30万円以上50万円未満
30万円未満


19　負担金補助及び交付金

50万円以上200万円未満
〃
〃
民間保育所運営費負担金、国民健康保険に係る保険給付費、老人保健法による医療費、介護保険に係る保険給付費、後期高齢者医療広域連合納付金、子育て支援医療費助成金及びひとり親家庭医療費助成金についての決定権者は部長とする。

20　扶助費



○


21　貸付金

50万円以上200万円未満
30万円以上50万円未満
30万円未満


22　補償・補填及び賠償金

〃
〃
〃


23　償還金利子及び割引料


○

公債費の支出については、決定権者は課長等とする。

24　投資及び出資金

50万円以上200万円未満
30万円以上50万円未満
30万円未満


25　積立金



○


26　寄付金

30万円以上50万円未満
30万円未満



27　公課費



○


28　繰出金


○



備考
1　この表の決定区分は、当該支出負担行為に係る執行決定、資金前渡、概算払及び前金払に共通するものとする。
2　支出負担行為の額を変更する場合は、変更後の総額を基準として、それぞれの決定区分によるものとする。
(3)　公有財産に関する事項
区分
決定区分


備考


副市長
部長
課長


公有財産の取得に関すること。
100万円以上300万円未満
50万円以上100万円未満
50万円未満
大月市公有財産等取得処分審査委員会の議を得る必要があるものについてはその議を得た後

公有財産の売払いに関すること。
50万円以上100万円未満
50万円未満



不動産の貸付け又は借受の決定及び契約に関すること。
30万円以上
5万円以上30万円未満
5万円未満


不動産の交換、譲与又は減額譲渡並びに無償貸付け又は減額貸付けに関すること。ただし、議会の議決を要する場合を除く。
50万円以上100万円未満ただし無償貸付けの場合は、軽易なもの
50万円未満



行政財産の目的外使用許可に関すること。
重要なもの
軽易なもの



不動産及び物品の寄付受納に関すること。(負担の伴わないもの)
100万円以上200万円未満
100万円未満



公有財産の所管換えに関すること。

○



公有財産の管理に関すること。


○


公有財産の登記に関すること。


○


(4)　物品の棄却に関する事項
区分
決定区分


備考


副市長
部長
課長


物品の棄却
取得価額が50万円以上100万円未満
取得価額が30万円以上50万円未満
取得価額が30万円未満
取得価額が不明の場合は再調達価額による。

4　工事の施工に関する事項
区分
決定区分


備考


副市長
部長
課長


設計図書に関すること。


○


監督員の指定に関すること。


○


道路の掘削及び交通規制等必要な措置に関すること。

重要なもの
軽易なもの


一時中止及び工期延長並びに工期短縮に関すること。


○
特に重大な工事又は事故の場合を除く。

